
川越市一般競争入札公告  川越市公告契約第５０４号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき、次のとおり一般競争入札を公告する。 

令和８年１月８日 

                               川越市長 森 田 初 恵 

                                （公 印 省 略） 

１ 入札対象案件 

⑴ 件名 

川越市立川越高等学校教育用パソコン（ワープロ室、パソコン室）の賃貸借 

⑵ 納入場所 

  川越市旭町２丁目３番地７ 

⑶ 入札の大要 

川越市立川越高等学校のワープロ室及びパソコン室に設置する教育用パソコン（ソフトウ 

ェア含む）及び周辺機器を賃貸借するもの。 

⑷ 契約期間 

  令和８年３月１日 から 令和１３年２月２８日まで 

⑸ 担当課 

  川越市学校教育部市立川越高等学校 

２ 入札日時及び場所 

⑴  日時 

   令和８年１月２３日（金） 午後１時３０分 

 ⑵ 場所 

   川越市役所 ３Ａ会議室（本庁舎３階） 

３ 支払条件 

月払いとする。 

４ 入札参加資格 

特に記述のある場合を除き、本入札の公告日から入札日までの期間において、引き続き次の要件をすべて

満たすこと。 

⑴ 川越市競争入札参加者の資格等に関する規程（平成６年告示第３５１号）に基づく令和７・８年度川越

市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）物品の賃貸の「OA 機器・用品」に登載され

ている者であること。 

⑵ 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

⑶ 川越市契約規則（昭和４９年規則第２１号）第２条の規定に該当している者であること。 

⑷ 川越市建設工事等の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けていない

者であること。 

⑸ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けていない者であること。 

⑹ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

⑺ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

 ⑻ 本入札に参加する他の入札参加（希望）者との間に、次に示す関係がないこと。 

ア 資本関係 



次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第

３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する

更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）

である場合を除く。 

（ア） 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場

合。 

（イ） 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。 

イ 人的関係 

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、（ア）については、会社の一方が更生会社等である場

合を除く。 

（ア） 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を兼ねている場合。 

（イ） 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２ 

項の規定により選任された管財人を兼ねている場合。 

  ウ 組合関係 

    次に該当する２者の場合。 

    中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業等協同組合（以下「組

合」という。）と当該組合の組合員の関係にある場合。 

  エ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合。 

    ア、イ及びウと同視し得る特定関係があると認められる場合。 

５ 契約条項等 

  この公告に定めるもののほか、本入札及び契約に関する手続については、施行令、川越市契約規則、

川越市競争入札等参加者心得等の定めるところとする。法令等については、川越市総務部契約課（本

庁舎３階）又は川越市ホームページ等で閲覧することができる。 

６ 開札 

  即時開札 

７ 最低制限価格 

  最低制限価格を設けない。 

８ 入札保証金 

 免除 

９ 契約保証金 

 免除 

１０ 仕様書 

  仕様書は、川越市ホームページに掲載する。 

 掲載期間 

令和８年１月８日（木）から令和８年１月２３日（金）まで 

１１ 入札参加申込 

４の入札参加資格を満たす者で本入札に参加を希望する者は、次により一般競争入札参加申込書等を提出

すること。 

 ⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込書（川越市指定様式） 

  イ 市税の納付に係る誓約書兼同意書（川越市指定様式。本市より市税として課されている税がなくても

提出すること。なお、本書が提出できない場合は、本市市税の納税証明等申請書兼証明書（川越市指定



様式で本入札の公告日以降に本市が証明したもの。（写し可））を提出すること。） 

  ウ 資本関係・人的関係調書（川越市指定様式） 

 ⑵ 提出先 

川越市元町１丁目３番地１ 川越市総務部契約課（本庁舎３階） 

⑶ 提出方法 

   持参 

⑷ 受付日 

令和８年１月８日（木）から令和８年１月１６日（金）まで（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する

法律第２条に規定する休日を除く。） 

⑸ 受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までを除く。） 

１２ その他の事項 

⑴ 入札回数は、同一の入札につき３回を限度とする。 

⑵ 川越市契約規則第１２条に該当する入札は、無効とする。 

⑶ 入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税の課税業者及び免税業者を問わず、見積もった金額の

１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 

⑷ 入札書は、川越市指定様式を使用すること。 

 ⑸ 入札参加者の代理人は、入札時に代理人の印鑑を持参するとともに、件名ごとに委任状を提出のこと。 

⑹ 入札に際して、談合等公正な入札の執行を妨げる行為に関する情報が寄せられた場合は、川越市談合情

報対応要領による所定の手続等を入札参加資格として付加することがあること。 

１３ 特記事項 

⑴ 本入札は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に基づく長期継続契約である。 

⑵ リース対象金額等の明細書については入札参加申込時に配布する。 

⑶ 詳細は仕様書によるものとする。 

１４ 異議の申立て 

  入札に参加した者は、入札後は施行令、川越市契約規則、川越市競争入札等参加者心得、仕様書、現場等

についての不明を理由として異議を申し立てることができない。 

１５ 問い合わせ先 

⑴ 公告の内容 

  川越市総務部契約課（本庁舎３階） 

⑵ 委託の内容 

川越市学校教育部市立川越高等学校 


